
予算のトピックス
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港区におけるふるさと納税制度による税額控除額（減収額）の推移

187 284

1,560

2,370

3,081

H26 H27 H28 H29 H30 年度

※単位：百万円

１ 港区版ふるさと納税制度

● 港区版ふるさと納税制度の開始 

○ 区は、区民や区民以外の方々に、区を応援し、区政に関心を持っていただくため、寄

付の使い道を明確にした「港区版ふるさと納税制度」を開始し、従来の窓口での納入

方法に加え、新たにインターネット決済を導入し、寄付手続の利便性を向上させます。 

○ 寄付本来の趣旨に基づき、寄付者に対する返礼品の贈呈は行わず、お礼状や寄付を活

用した事業の進捗状況報告を送付します。 

● ふるさと納税制度と港区への影響額 

○ ふるさと納税制度は、納税者が寄付先を選択する制度であり、選択するからこそ、そ

の使われ方を考えるきっかけとなる制度であること、生まれ故郷はもちろん、お世話

になった地域に、これから応援したい地域へも力になれる制度であることなど、意義

のある制度です。 

○ ふるさと納税制度の規模が急速に拡大した近年では、過剰な返礼品を目的とした寄付

が増加し、一部の自治体に寄付が集中する一方で、減収となる自治体もあり、特別区

においても財政に与える影響が 

大きくなっています。 

○ 港区では、平成 28 年度では 15 億 6,000 万円、 

29 年度では 23 億 7,000 万円の減収となり、 

30年度には 30億 8,100 万円の減収となる 

見込みです。 

ふるさと納税は、税制を通じてふるさとへ貢献する仕組みです。過剰な返礼品

に頼らず、納税者が自ら寄付先を選択し、地域を応援するというふるさと納税制

度の本来の趣旨をご理解いただき、あるべき姿を実現するために、港区ならでは

のふるさと納税制度を開始します。ふるさと納税を通じて、活力あふれる地域共

生社会の基盤づくりを推進します。 
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２ 働きやすい職場づくりとＩＣＴによる業務効率化

● 働きやすい職場づくりに向けた取組 

 区では、平成 29 年７月に「みなとワークスタイル宣言」を行い、全庁を挙げて働きやすい

職場づくりの推進に取り組んでいます。 

● ＩＣＴを活用した業務効率化による働きやすい職場づくり

 平成 30 年度は、新たな取組として、最新のＩＣＴであるＡＩやコンピューターによる業務

自動化技術（ＲＰＡ：Robotics Process Automation）を活用した業務効率化を進めます。 

区では、全ての職員が、仕事と家庭のバランスを図り、意欲と能力を十分に発揮

し健康的に働くことで、より質の高い区民サービスを提供することを目的とした、

働きやすい職場づくりの取組を進めています。 

平成 30 年度は、業務効率化のため、ＡＩ（人工知能）や業務自動化ツールなど

の最新のＩＣＴ(情報通信技術)を積極的に導入します。 
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法人
住民税

国税化

法人
住民税

法人
住民税

減収

地方
自治体間の財源を調整
する「地方交付税」
の財源へ

東京都
(特別区含む)
は不交付

国

地方交付税として地方へ配分

※特別区長会事務局、
東京都の試算による

＜法人住民税減収額＞
●消費税率８％段階
・特別区△628億円/年
・東京都△1,895億円/年
●消費税10％
・特別区△1,012億円/年
・東京都△4,900億円/年

＜参考：消費税引上げ分増収額＞
特別区：1,551億円/年
※10％段階

？

!! 法人住民税は、地域社会の
費用を地域の構成員である法
人にも個人と同様に広く負担
を求めるもの
その国税化と再配分は受益

と負担に基づく応益課税とい
う地方税の根本原則に反する

安定財源の確保のための消費
税率引上げのはずが、特別区
は法人住民税が減収に……

国税化前 国税化後

法人住民税の国税化と影響額
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地方交付税
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人口1人当たり地方税収の比較

※ 法人住民税一部国税化前の平成25年度決算額です。
※ Ａ県は、人口１人当たり一般財源額の最上位団体です。

Ａ県の２倍
の税収

一見、東京都と地方で格差
があるように見える……

※ 地方交付税は、自治体間の財源のかたよりを
調整するための制度です。

地方交付税制度により、元々、格差は調整されており、東京都の自由に使えるお金は
全国平均程度 ※Ａ県との比較では約半分の収入
それにもかかわらず、国や一部の自治体は調整前の数値（税収）を取り上げ、税収格差
を強調しています（都合の良い数字を使われて区民の税金が奪われています！）

人口１人当たりの自由に使えるお金の比較千円千円

３ 奪われる区民の税金 

●  都市と地方の税収格差はそんなに大きいの？  

● 消費税率の引上げと法人住民税の一部国税化  
消費税率を５％から８％に引上げる際、地方交付税により自治体間の財源

の格差は既に解消されているにもかかわらず、財政力格差の拡大防止として、

都市部の税収を地方に配分するための法人住民税の一部国税化が行われまし

た。また、特別区や東京都などの反対を押し切り、消費税率 10％段階では更

に国税化が拡大されることになっています。

 国は、都市と地方の税収の格差を減らすため、都市部の税金を地方に回す

様々な制度改正を行っています。その結果、特別区では、現在、年間 628 億円

もの税収が減少しており、今後は、更にこの動きが進み、東京都と併せると年

間 6,912 億円もの税収が奪われようとしています。 

  あなたは知っていましたか？？ ？
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●  地方消費税の清算基準の見直し  
平成 30 年度税制改正大綱（H29.12.22 閣議決定）により、地方消費税でも

都市部の税金を奪う見直しが行われようとしています。

●  地方の役割に見合った税財源の確保  

 真の地方自治に向け必要なことは、地方自治の根幹を揺るがす法人住民税の

国税化や税収の偏在の是正を目的とした清算基準の変更といった、地方間での

財源の取り合いではなく、国から地方への税源移譲を進め、地方の役割に見合
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